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?Abstract?
The aim of this paper is to examine that promote the function of electronic money in cashless payment. 
The expansion of the payment market required the introduction of new technologies. This new 
technology is electronic money. Electronic money caused service innovation in the payment market. 
Especially for shortening settlement time and cash management costs in shopping. The advent of 
electronic money has changed the payment market and created payment innovation. Furthermore, the 
competitiveness of companies has increased through the linkage of electronic money and point programs. 
Electronic money has produced a reduction in cash management costs. The expansion of the electronic 
money market is not possible only by linking with the point program. In order to further expand the 
electronic money market, it is necessary to develop other services besides the point program. And this 
new service and existing service will be linked to create new functions in electronic money. These new 





1.　は じ め に



























































































































































る と 指 摘 し て い る。 こ の FinTech は， 金 融
（Finance）と技術（Technology）を組み合わせ

















































































































































る。仮に現金決済に 30 秒，電子マネー決済に 3
秒を要するとすれば，同一時間に処理できる顧客
との取引数は 10 倍になる。視点を替えれば，決













































































































レジ部門 水産・鮮魚部門 惣菜部門 精肉部門 青果部門
83.7％ 68.9％ 57.4％ 27.8％ 17.2％
（出所）「平成 29 年スーパーマーケット年次統計調査報告書」p. 86 より筆者作成。
















































































員 1 名という事例が妥当であると指摘している 6）。
この指摘に従えば，レジに関する人員は，レジの




















































































































































1 〜 3 店舗 21 38.1％ 76.2％ 4.8％
4 〜 10 店舗 30 60.0％ 63.3％ 3.3％
11 〜 25 店舗 17 35.3％ 82.4％ 17.6％
26 〜 50 店舗 14 35.7％ 85.7％ 7.1％








小規模店舗中心型 30 63.3％ 63.3％ 3.3％
中規模店舗中心型 17 47.1％ 76.5％ 5.9％
大規模店舗中心型 26 26.9％ 96.2％ 7.7％
複合型 14 42.9％ 64.3％ 14.3％

















































































































価は 900 円となり，粗利益は 300 円から 200 円と
なり減収減益となる。しかしながら，売上の
10％に相当するポイントを付与した場合，売価












































































れが WAON の取扱高の鈍化と iD と QUICPay
の発行数の増加である。きんざい（2019）では，






























iD と QUICPay の躍進，すなわち決済における
電子マネーという新技術が，アップル社の提供す
る新たな日本版 Apple Pay というサービスと連
動することでサービス・イノベーションを起こし
表 3　電子マネーとポイント・プログラムの関係性
電子マネー ポイント 企業の主な戦略 時期
① × × 製品，店舗環境等状況
② × 〇 ポイント特典による差別化 1985 年〜
③ ○ × 時間節約，キャッシュレス 2001 年〜
④ 〇 〇 電子マネーとポイントの融合 2007 年〜
（出所）筆者作成。
『和光経済』第 52 巻第 3 号26




























象期間は発行年の前年度（4 月〜 3 月）である。
4） 「キャッシュレス化推進に向けた国内外の現状認識」（株）
野村総合研究所 2018 年 2 月 8 日。
5） 全国スーパーマーケット協会「平成 29 年スーパーマーケッ
ト年次統計調査報告書」p. 40。
6） 住友信託銀行（2010）『調査月報』2010 年 3 月号 p. 3。




















10） 山本（2019）同上，pp. 58-59 を参考に加筆を行った。
11） すなわち，電子マネーの内製化は企業の利益を押し上げる
のである。
12） 山本（2019）同上，p. 68 を参考に加筆を行った。
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